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1．目的と方法 
  大相撲の相次ぐ不祥事については周知のとおりである。このような事態を見ると、財団
法人日本相撲協会(以下、「相撲協会」ないし「協会」と略記) は、経営の当事者能力を失
っているように思える。しかし、協会経営の根幹である財務は安定している。 
 不祥事を背景として指摘される協会の経営能力の問題と、このような安定との間には違
和感がある。経営能力のない組織に財務的な安定が実現できるはずはないと考えるのが自
然である。もちろん、ガバナンスとファイナンスとでは、必要な経営能力が異なっており、
一方に問題があり他方は成功するということがあっておかしくない。そしてそうであるな
ら、協会経営は、「全否定」されるべきものではないということになるはずである。 
 協会経営のこのような安定の理由は何か。これを考えるとき、注目しなければならない
のは、安定的な経営が、年寄という、学校教育を受けた年限が短く(その多くの最終学歴は
中学卒業である)、また組織経営について教育を受ける機会のほとんどない年寄によって担
われているという点である。彼らによる経営は「競技者自治」と呼ぶことができるだろう。
またこのような経営は他の競技団体でも見られるが、同じ競技者自治でも、協会のそれは
年寄が力士として以外の職業経験を持たないという点において例外的なものである。本研
究の主たる目的は、年寄による安定的な経営が実現されていることの理由や背景を、その
一部についてでも解明することである。それはスポーツ経営だけでなく、経営学に対して
も、あらたな知見を提供することになるものと考える。 
 主たる方法は協会の事業報告書と決算書(平成9～18年)、そして協会寄附行為と付属文
書等、協会が公表している文書の分析である。また協会は定期刊行物を持たないので、協
会が監修する『月刊相撲』(ベースボール・マガジン社)を、協会の文書に準じる資料とし
て利用した。 
2．結果 
 決算書の分析から、協会の財務が安定的で健全なものであることが確認された。この理
由は、協会の制度、ビジネスモデル、そして行動が安定志向、あるいはリスク回避型であ
ることによる。 
 まず収入については本場所収入が大きな割合を占めるが、その多くが入場料収入による
ものであり、協賛金(スポンサー)収入をほとんど得ていないことから安定性が高い。また
支出の多くを占める人件費については給与制が採られているため人件費が高騰しない仕組
みになっている。 
 地方巡業については一時協賛金を得ていたが、協賛金収入の減少に伴い「売り興行」方
式に変更し、損失の出ないビジネスモデルを採用している。協会は行動面でもリスク回避
型だということである。 
 安定性のもう一つの背景は、事業やビジネスモデルにあまり変化がないという点である。
同じ事業を継続すれば経営リスクは小さく、構成員の習熟も容易である。また協会は漫然
と変化していないのではなく、変化しないための努力もしている。たとえば高学歴化の中
で中卒者は著しく減少しているが、その中で中卒の入門者数を維持している。そしてその
ために、わんぱく相撲の開催、いろいろな大会への協賛などが行われている。また協会が
部屋に対して十両以下の養成員の養成費を支払うという制度によって、育成期間が長い中
卒者を獲得することについての各部屋の経済的な負担は軽減ないし解消されている。これ
も、同じビジネスモデルを継続するための制度上の工夫である。 
 協会の経営陣を構成する年寄については、制度上は力士としての競技成績が選任要件と
なるが、年寄名跡が有償で取引されるものであるため、名跡を買い取るための資金形成能
力も実質的な選任要件となっている点が重要である。また年寄は襲名後、部屋において経
営経験を積み、協会の経営に次第に多く参与していくようになる。すなわち、経営能力に
ついては、襲名後にオン・ザ・ジョブ・トレーニングが行われているのである。 
 最後に指摘しておきたいのは、制度や原理の柔軟性である。たとえば年寄の選任につい
ては相続者への要件緩和、あるいは借株などの例外的な対処がある。年寄名跡の多くは部
屋あるいは一門で承継されることが多いが、一門を超える例も見られ、これが承継を円滑
なものにしている。また協会の決算書と事業報告書は、事業別収支について別個の会計規
則に基づいている。 
 このような柔軟性は、見方によっては「いい加減」だということになるのかもしれない。
しかし一方で、組織経営とは環境適応行動であるという観点に立つなら、協会の柔軟性は
環境適応行動そのものであり、この適応能力によって、規則・原理と実態との間に生まれ
た齟齬にうまく対処していると言えるのである。 
 
